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論文
社会の構成と制度的秩序
―制度的メデイアを伴う社会的レギュラシオンの位相—
? ?
隆
?
問題の所在
近年興隆著しい新しい経済学の潮流，すなわち現代制度主義学派，レギュ
ラシオン学派，社会的蓄積構造学派など広義の「制度の経済学」諸学派に共
通の了解事項は，マクロ経済学的観点からすれば，これらの理論が新古典派
経済学流の市場均衡論を拒否して社会的強制因としての制度の重要性を強調
し，市場経済システムのみが経済を自律的に支配するのではなく，むしろ国
家をはじめとする経済的あるいは非経済的な機能を有する諸制度（あるいは
サブ・システム）によって市場経済がその存立および発展条件を与えられて
いるという点にある。また， G.Mホジソンをはじめとする現代制度主義学派
はミクロ経済学的視点から，行動主義心理学の貢献などを取り入れながら合
理的経済人の仮説を根本的に批判し，制度のなかに埋め込まれた新しい経済
人像の彫琢を試みている (Hodgson,1990)。
これら新しい制度の経済学における「制度」の機能的理解は，マクロ・ミ
クロといった分析対象における差異や土台とする経済理論上の差異を別とす
れば，資本制経済システムの多様性（空間的・時間的差異性），経済システム
内部での制度的補完性（ある一つの慣習・制度は他の慣習・制度の成立ない
しその安定性を前提にして自身の存在条件を確立している），経済システムの
歴史的進化と経路依存性（経済システムの慣性とシステム外部における変化
77 
538 闊西大学『経清論集』第47巻第5号 0997年12月）
との漸進的かつ相互依存的な進化）といった観点に明示的あるいは黙示的に，
その理論的展開とともに，収敏しつつあるように思われる心
しかしながら，私見によれば，これら新しい制度の経済学は何れも， ミク
ロ経済的行為の制度的分析あるいはマクロ経済的パフォーマンスの制度論的
分析のいずれか一方に偏在する傾向にあり，両者を接合する統合的要因とは
何であるのかという問題に十二分に答えているとは言い難い2)。このテーゼ
はいわば「社会的統合空間」の構成とは何か，またその契機とは何であるの
かという社会科学上のきわめて重要な問題を措定するのである。
周知のように，このような社会の構成の契機は，伝統的には経済学の領域
においては「国家」であると見なされ，そのような見解に関しては経済学の
側からにせよ政治学の側からにせよ既知の膨大な量の研究が存在する。しか
しながら，そのような従来のいわば経済還元主義的なあるいは権力還元主義
的な国家論によることなく，社会的統合空間を考察するためには，社会的階
層性を伴った「制度的メディア」の働きを社会経済学的に分析する新しい国
家論が要請されることとなろう。たとえば，レギュラシオン学派や社会的蓄
積構造学派は，自身の分析において，国家・経済関係は，少なくとも第二次
大戦以降の大部分の先進経済が経験した高度成長期には，市場・経済関係の
1) この制度的分析手法の類型化は，青木・奥野 (1996)において提示された手法に準拠し
ている。なお，青木・奥野の研究は，上記の三点に加えて制度の持つ戦略的補完性（社会
における普遍的行動パターンヘの主体の自己拘束性の強さ）を指摘している。本来的には
この研究は，新古典派的ミクロ経済学の制度的基礎付けを意図するものであり，ゲーム理
論に依拠して複数均衡や限定された合理性を強調することで，従来の新古典派的アプロ
ーチとはある意味で断絶しているとはいえ，効用関数や自律した主体性を持つ経済人を
想定している点で，方法論的個人主義の立場に立つものであり他の異端的な制度学派と
はまった＜相容れないものであろう。しかしながら，「制度の理論」の確立にとっては，
他の異端的制度学派においても，このような分析枠組みを明示的にせよ暗黙的にせよ方
法論的に共有することは無益ではないであろう。なお，このような制度の経済学の理論的
類似性と差異性について論じている代表的研究としては，磯谷・植村・海老塚 (1997),
磯谷 (1996)を参照されたい。
2) とはいえ，塩沢(1997)は，このようなミクロ的行為とマクロ的パフォーマンスとを接
合する「社会経済システム」としてのループの概念化を提唱している。
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発展を促進するきわめて重要な要素であったと指摘していたのではなかった
だろうか。ところが，この国家・経済関係という分析視角こそが，現在まで
のところ制度の経済学諸学派にとっての「最も弱い環」を成しているのであ
る。
そこで，本稿においては，制度の経済学諸派のなかでも上記の論点につい
て今までのところ最も方法論的に体系立てられた分析枠組みを提示している
と思われる「レギュラシオン・アプローチ」の国家論を取り上げて，「制度と
しての国家」と社会的統合空間の位相を論じてみたい。
我々はまず，レギュラシオン・アプローチがどのような方法論的視角から
出発したのかを再検討し，経済的レギュラシオン分析をこえた社会的レギュ
ラシオン分析に固有な方法論とは何かを概説する。そこでは，従来のレギュ
ラシオン・アプローチにおいて強調されていた「社会的妥協」の概念が批判
的に検討されるであろう。
ついで，このような「ホーリズム」的社会認識論に基づいた社会空間の位
相を，レギュラシオン学派の国家論者であるプルーノ・テレの諸研究に依拠
しつつ概括する。テレは経済的レギュラシオンの概念に象徴的・媒介的制度
の概念を導入することによって「社会的レギュラシオン」の概念へと拡大・
進化させており，国民国家体制と賃労働関係が貨幣・法律・イデオロギーと
いう制度的メディアを通じて接合されることによってある種の社会構成体が
形成されることを指摘している。
最後に，このような社会的レギュラシオンを貫通する社会的統合要因とし
ての「賃労働関係」論に基づいた分析の可能性を論じる。ここでは，テレの
国家論それ自体も決して完成されたものではなく，様々な方法論的困難を抱
えていることが指摘されるであろう。
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l 「制度化された妥協」から社会の構成へ
(1)フォーデイズムの制度的布置が抱える諸問題
「資本制経済は自身に固有の矛盾を抱えながらなにゆえ一定期間安定的成
長を経験するのか」という問題意識に始まり，戦後の先進経済の持続的発展
形態を「フォーディズム」の概念で跡づけたレギュラシオン・アプローチは，
その誕生から約20年を経て深刻な障害に直面しているように思われる。レギ
ュラシオンの研究プログラムに賛同する研究者のなかからも，それがファン
ダメンタルな「制度の理論」を欠いているが故に，その分析もまた歴史記述
的な描写にとどまっているとの指摘がなされている％
実際，レギュラシオン・アプローチは，フォーディズムという資本制経済
の新しい局面を鮮やかに分析して見せた後，その分析枠組みを用いて各国民
国家経済の蓄積体制の類型化を行った (Boyer,eds, 1986)。この蓄積体制の
類型化によってフォーディズム以後の各経済の国民的多様性を跡付けること
ができたのであるが，この成功は同時に，フォーディズムをアグリエッタ
(1976)の直観に従って社会的統合（編成化）様式を表象するものと見なし，
現代資本制経済の基礎的分析範疇としてのフォーディズムの理論的確立を目
指していた研究者たちによるレギュラシオンの研究プログラムヘのある種の
異議申し立てをももたらした (Hirch,1990. 海老塚・磯谷・植村 (1995),中
原 (1995))。
このような反動に対してレギュラシオン・アプローチの第一人者であるロ
ベール・ボワイエ (1995)は次のように反論している。すなわち，誤解を受
けているのはフォーディズムを基礎的蓄積体制と見なして，そこから他のす
3) Hirch, 1990, 邦訳21ページ。とはいえ，正確を期せば，レギュラシオン・アプローチ
において「制度の理論」的基礎付けが行われていないわけではない。たとえば， Amable,
B., R. Barre., R. Boyer (1997)の研究は生産システム革新における労働過程のダイナミズ
ムをミクロ経済学的視角から分析しているのである。
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べての蓄積体制を類型化するような「手法」であり，いわばフォーディズム
的蓄積体制そのものはある特定の社会空間にある特定の時期に出現した経済
体制の名称にすぎないのであって，我々が目指しているものは「方法」とし
ての蓄積体制の類型化である，と4)。このような考え方を皮相的に受け止める
ならば，「フォーディズム」は特殊な蓄積体制であって，それ以前，それ以後
に存在した（する）蓄積体制は，まず労働過程，そしてそのマクロ経済的帰
結である賃労働関係の分析を，最後にアドホックにその他の国民国家空間を
定義する制度諸形態の分析を行えばよいということになろう。
我々は，ここではこれ以上「フォーディズムとは何なのか」という問題に
は立ち入らないが，少なくともその分析に関わる方法論について次のことは
指摘しておかねばならないであろう。すなわち，このようないわばレギュラ
シオンヘの経済的アプローチは，本来的にレギュラシオン・アプローチ（な
いしは「レギュラシオン」概念）が有していた「もう一つの」理論的豊饒性
をややもすれば後退させるものとなりはしないか，という疑問がそれである。
というのも，このアプローチは元々「レギュラシオン」様式という社会的制
度諸形態の総体が蓄積体制という経済のあり方を制御するという認識に依拠
していた (Lipietz,1988)はずであり，その意味において社会的首尾一貫性
（社会的編成化）を保証する（つまり政治的主体としての国家の再生産をも
保証する）社会的レギュラシオンを主体とした分析がその理論的展開ととも
にあらわれる可能性を秘めていた。なぜならそのような概念枠組みは経済的
首尾一貫性（蓄積体制）を主体としたレギュラシオン的分析がそのような分
4)実際，ポワイエは，フォーディズムの正確な定義は次のごとくであると述べている。「し
たがって，フォーディズムの概念は，生産性上昇の源泉，所得分配の原理，経済の外向化
の程度によって定義される一連の蓄積体制の内に位置づけることができる。こうして多
数の蓄積体制を獲得することになるが，蓄積体制のミクロおよびマクロ経済的な存続の
可能性を検討するのは理論的分析であり，さらに蓄積体制の存在を検討するのは実証研
究である。計量経済学および制度的な分析を基礎にした体系的研究を前提とするこのよ
うな研究過程を踏まえたのちに，確固たる根拠に基づいて蓄積体制の類型学を提唱しな
ければならない」 (Boyer.,Saillard. Eds., 1995, p.371)。
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析枠組みの一部ではありえても全体では決してないという論理的必然性を有
していたからである。このような考えからすれば，先のボワイエの「方法」
はこの順序を逆に配置したものであろう。また同時に，このような疑問は，
次節で検討されるであろう「レギュラシオンの対象とは一体何であるのか」
という別の次元の問題をも新たに措定する。実際，ボワイエ自身，このよう
な「社会的」首尾一貫性にもとずくレギュラシオンという分析視角が他の制
度学派との対比においてかなりの優位性を持つことを強調している5)。
したがって，今レギュラシオン・アプローチに要請されていることは，経
済学的な制度理論の彫琢と同時に，自身のオリジナルな概念が持つ社会性に
関する可能性を開拓し，その本来的なホーリズム的社会認識論を活性化させ，
独自な「社会的制度の構成」のあり方を描いてみせることである。
(2)レギュラシオンの布置と国家
レギュラシオン・アプローチにおける制度諸形態の布置は，基本的に賃労
働関係を基軸として，それを相互補完的に支える 4つの制度諸形態，すなわ
ち独占・寡占といった資本間の競争形態，通貨主権に関する貨幣制約の形態，
国民国家の国際体制への編入の形態，賃労働関係の再生産を可能にする租
税•財政国家の形態，によって構成されている 6)。その中でも国家は一定の歴
史的時期におけるヘゲモニー・ブロックを体現する「社会的妥協」の「原器」
的形態であり，経済活動とその持続的安定化の諸条件を維持するための根本
的要素であり，他の制度諸形態を含んだ経済的レギュラシオンの社会様式の
なかでも最も本質的な要素を形成する。そのような意味において現代資本制
国家は，経済的再生産過程のなかに埋め込まれているのであり，その再生産
過程の政治的表象である。
5) R. Boyer, 1997, p.14. 
6) たとえば，フォーディズム期の制度諸形態の布置に関するより詳細な説明は，山田
(1992)のp.113図表4-6を参照されたい。
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いち早くレギュラシオン概念に内包されている社会性に注目し，独自の国
家論を展開しているジェソップはこのような政治的様態のなかに埋め込まれ
た国家一般の経済的役割を次の三点に求めている匁すなわち，まず資本の利
潤獲得可能な操作を行うために必要な経済的および経済外的な前提条件の提
供を保証するという役割，ついで擬制的商品としての労働力の再生産に必要
な経済的かつ経済外的条件を保証するという役割，最後に資本のグローバル
なフローと国民国家の労働市場とを接合し，その接合から生じる様々な矛盾
に対処するという役割である。
このような役割のうち，レギュラシオン・アプローチはとりわけ後二者の
役割を強調する。それゆえレギュラシオンに固有な政治的様態はなによりも
まず「国民国家」という形態をとり，国家は国内的調整主体として労働力商
品の再生産の，そして対外的主体としての国際諸関係の調整者という重層性
を持って顕現する。
しかしながら，レギュラシオン・アプローチにおける国家の捉え方は，以
上の見地を基底においた上で，なおもいくつかの説明図式を有している。た
とえば，国家を「制度化された妥協」としてはじめて規定した研究者の一人
であるデロルムは次のような四つの観点から国家の考察が成されてきたと述
べている見
まず，第一は，国家を「近代社会に特徴的な機能的差異化という側面」を
持つ形態として捉える見解である。このような側面は自身に固有な論理と操
作的自立性を持った非人格的で抽象的な社会編成原理としての国家の出現に
7) B. Jessop, 1997, p.11. 
8) R. Delorme, 1991, pp.171-174. デロルムの「制度化された妥協」という国家規定は，若
森 (1996)によればアグリエッタによる「出発点としての社会的諸関係の矛盾と敵対→階
級闘争の影響下での社会的諸関係の制度化→国家による社会的ノルムの神聖化と規格
化J(同書， 90ページ）という「制度化の論理」から導出されているという。なお，この
若森 (1996)の研究はレギュラシオン・アプローチ国家論の理論的発展過程を分析したも
のであり，この研究においては後に本稿においても議論することとなるブルーノ・テレの
国家形態論が論じられている。
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投影されている。とりわけこのような国家形態の捉え方はヒルシュを中心と
したドイツのレギュラシオン学派に顕著である。
第二は，国家を「社会によって生み出された複雑な制度的総体」と見なす
見解である。このような捉え方はすでに指摘したように，レギュラシオンの
問題意識の出発点となったものであり，初期のアグリエッタの著作やリピエ
ッツの研究にみられた傾向である9)。また伝統的には，グラムシのヘゲモニ
ー・プロック論やプーランザスの「社会的妥協としての国家」概念の系譜に
つながる捉え方であり，後にみるように国家を社会的レギュラシオンにおけ
る「政治的秩序を構造化する社会関係」と見なす見解に理論的基礎を提示し
ている10)0
第三は，国家を「相異なる社会諸勢力間での対立の場」と見なす見解であ
る。この対立の場のあり方は制度化された妥協の変化に政治的に反映され，
その「制度化された妥協」が経済的国家として資本蓄積のあり方に介入する。
つまりここでの対立の争点は経済的闘争であり，この経済的闘争の行方が政
治的妥協となって顕現するのである。より具体的には，戦後のフォーディズ
ム期のケインズ的・ベバレッジ的国家形態であり，この国家形態に従えば「ケ
インズ的・ベバレッジ的国家形態は経済的対立を調停するためにア・プリオ
リに出現した」と捉えることが可能である。これが現在のレギュラシオン・
アプローチにおいてもっとも支配的な見解である。
最後は，国家を「政治的エリート，官僚その他の関連勢力から成る，政治
的アクターの固有な組み合わせ」と見なす見解である。この見解は北欧やア
ムステルダム学派においては支配的ではあるが，レギュラシオン学派内部で
中心的位置を占めるには至っていない。
これら四つの国家の区別の中で我々がもっとも重視するのは，これまでの
9)たとえば， Lipietz(1988)を参照されたい。またこのリピエッツの見解を論じたもの
としては中原 (1995)を参照されたい。
10) B. Theret, 1992, p.113. 
84 
社会の構成と制度的秩序ー 制度的メディアを伴う社会的レギュラシオンの位相一（中原） 545 
議論からも明らかなように第二の見解である。なぜなら，現在もっとも支配
的な見解である第三の見解は，方法論的観点からすれば，政治的なもの一般
（政治なるもの）を経済性及び経済的なもの一般（経済なるもの）に従属さ
せて，一時的なものではあるにせよすべての政治が経済の安定性を保証しう
るベクトルを有すると見なしており，いわば「経済の政治に対する優越」を
前提とした経済還元主義的な国家規定だからである。
このような見解においては，国家は経済及び経済なるものの相対的安定を
保証する機能的装置にすぎず，そこで想定されている社会諸勢力とは経済な
るものに関わる勢力（社会諸関係としては賃労働関係）に限定されているの
であって，純粋に政治的な自律性を持った勢力が前提されているのではない
し，政治的なものが，プーランザスがいうように自律した審級として存在す
ることをも容認しえない。
そして，このような見解からすれば，ジェソップによる次のような重要な
示唆を自身の方法論的枠組みに統合する事ができないことは明白である。彼
によれば，レギュラシオン・アプローチにとって国家とは「経済を制御する
固有の主体であると同時にほかの何物にもよらないレギュラシオンの客
体」11)である。しかしながら上記の第三の見解に組みする限り，そこでの国家
は経済に固有のレギュラシオンの対象ではありえても，その主体性は経済を
統御するという「機能的側面」に限定されており，国家は社会諸関係の総体
において，政治的なもの一般として独立した，自律的主体としての存在を付
与されているのではない。したがって，他の制度諸形態の接合の際に取られ
るようなアドホックで並置的な配置に基づく従来型の経済的レギュラシオン
の説明図式は，国家に関する限り，政治的なものの自律性と重層性を看過し
ているといわざるを得ない。
くわえて，実証研究の側面において，国家がどのような政治的構図におい
11) B. Jessop, 1997, p.11. 
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てまた同時にどのような社会経済的構図を経て賃労働関係の再生産に介入す
るのか，さらにはどのような政治的契機に従って他の経済的制度諸形態に一
定の統合的様態を付与するのか，という問題に対するレギュラシオン・アプ
ローチの従来の解答の与え方はかなりの程度アドホックかつ外生的であっ
た。特に，後者の問題は政治的機能装置としての国家がもつ社会的強制因と
しての「権力関係」の形成・承認・再生産（あるいは国家の権力の「正統性」
の承認と破棄）といった，いわば垂直的統合要因としての国家の機能形態の
構固に関わる問題を本質的に内包しているが，レギュラシオン学派の主要な
分析においてはこの権力関係の分析は二次的関係性としてしか捉えられてこ
なかったように思われる。このような権力の再生産装置としての国家という
側面は社会的レギュラシオンの考察においては不可欠の要因であり，従来い
われてきたようなフォーディズムの成立にア・プリオリに対応するケインズ
主義的福祉国家という「機能諸形態」の類型化のみをもってしてはこのよう
な問題は解けないのである。
しかしながら，このような問題意識に対して完全ではないにせよ，現時点
においてレギュラシオン・アプローチの側からの解答が存在しないわけでは
ない。
日本においては，一部の論者の研究（須田 (1995),若森 (1996)) を除い
てはほとんど紹介されていないが，ブルーノ・テレ (BrunoTheret)の議論
がそれである。以下では節を改めてこのテレの代表的研究を参照しつつ概説
することとする。
2 「政治なるもの」と「経済なるもの」の社会的位相
(1)社会諸関係の分離と制度的秩序
まず，テレ (1992a,1994, 1996a)は，前節において我々が指摘した既存の
レギュラシオン・アプローチの方法論に対する批判を基本的に追認して，レ
ギュラシオン様式の制度的布置において他の制度諸形態がそれぞれ相対的に
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独自な自律性を付与されているのに対し，「国家形態」は他のすべての制度諸
形態を成立せしめるためにだけその存在理由を与えられるかのごとく概念規
定されていると批判する 12)。彼によればこのような形式的並置関係から脱却
するために提起された概念が「制度化された妥協」の概念(Andreet Delorme, 
1983)なのであるが，制度化された妥協という概念によってレギュラシオニ
ストたちが公私のアクターの相互作用をめぐる一定の政治的機能形態を考慮
しようと企てたことを評価しつつも，その概念が経済的発展様式に対して政
治的レギュラシオンそのものが持つインパクトを分析しようという試みに失
敗しているという叫
ここでテレは，前節で議論されたグラムシ・プーランザスの系譜に連なる
国家に関する第二の見解に着目する。国家を「社会諸関係において制度化さ
れた総体」として捉えるこの見解は，なによりもまず近代資本制社会におけ
る「社会的なもの」の「政治的なもの」と「経済的なもの」への分離を承認
し，それぞれに固有な論理に従う「制度的秩序」の位相学的なあり方を問い，
その分離を接合する「媒介的秩序」の布置を探求する。より具体的次元では，
国家そのものが持つ歴史的・制度的ダイナミズムの一定の自律性を承認した
上で，それが政治における独自な論理に従いつつ経済的制度諸形態に介入す
る様式のあり方を考察することであり，存在可能な国家の諸タイプと資本主
義的成長との関係を分析することである。
このような社会空間における社会諸関係のダイナミズムが生み出す経済的
なものと政治的なものとの分離は近代西欧の資本制経済の発展において史的
事実として確認されるが，このことはより抽象的次元では政治そのものが自
律的アクターとして登場する舞台の歴史社会的構図における実践構造および
その表象的空間の，そして経済そのものの歴史的実践構造およびその表象的
空間の範疇の画定を要請する。これらをテレはプーランザス (1976)に倣っ
12) B. Theret, 1996a, p.2. 
13) Loe. cit. 
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て「経済と経済なるもの」と「政治と政治なるもの」との概念的峻別に基づ
く社会経済の位相学的構成によって説明しようとする 14)0
彼によれば，「経済なるもの」とは「潜在的に自給的な富の蓄積のダイナミ
ズムがそこに出現した社会空間」であり，「政治なるもの」とは様々な「社会
的実践のシステム」を意味する15)。そしてそれぞれの空間においては，歴史的
にそれぞれの論理に従って刻印され，形成された一定の枠組みが存在し，そ
れを彼は「経済的秩序および政治的秩序」として定義する。このような「経
済的秩序のなかで，実践の構造化はモノおよびモノを表象する標章（主とし
て，貨幣的証書）の蓄積へと方向付けられ，政治的秩序のなかで，実践の構
造化は人間に対する（潜在的な）権力およびその権力を表象する標章（主と
して法的権利）の蓄積へと方向付けられる」のである 16)。
加えて，社会なるものの空間から歴史的に分離せしめられた第三の構造的
不変の要素が存在する。それは「政治なるものと経済なるものの双方から分
離された特殊な社会諸関係によって構造化された家庭的秩序」であり，実践
的次元においては「核家族」である17)。この家庭的秩序は国民国家における大
部分の人口の生産および再生産に不可欠な社会的空間である。
このような抽象的次元での三つの構造的枠組み，すなわち経済的秩序，政
治的秩序，家庭的秩序（とそれらの再生産過程）を措定することによって，
社会空間における「現実の」主体的実践のあり方を議論することが初めて可
14)周知のように，プーランザス (N.Poulantzas, 1976)における「政治」 (Lapolitique) 
と「政治なるもの」 (Lepolitique) との概念的峻別は，マルクス史的唯物論のアルチュ
セール的構造主義解釈から導き出されたものである。彼はこのタームを用いて，階級闘争
に基づく政治闘争から帰結する歴史具体的な「政治的実践」（政治）とその政治的実践に
統一性を付与する政治的空間一般，つまり史的唯物論における法的・政治的上部構造（政
治なるもの）とを明確に区別することによって当時支配的であった歴史主義的な史的唯
物論解釈に疑義を呈したのであった。
15) Theret, 1994, op.cit., p.3. 
16) Loe. cit. 
17) Ibid., p.4. 
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能になる。この現実の諸実践のあり方に対応するターミノロジーが「経済」，
「政治」である。このふたつの実践は，テレによれば，それぞれ「政治は，
人間がそれによって自身の間主体的関係を直接制御する実践体」として定義
され，「経済は人々が無生物的自然から引き出す物的資源と自分たちとの関係
を管理することを可能にする実践体」として定義される 18)。ここで強調されて
いるのは，そのタームの一般的規定にまま見られるようなものとは異なって，
政治とは諸個人間を取り結ぶ諸関係に関する実践的水準であり，経済とは人
間のモノに対する諸関係の実践的水準であるということである。したがって
それらが水準である限りにおいて，先の三つの制度的秩序のなかに顕現する
現実の「経済と政治」は時間的かつ空間的に多様性を有する。なぜなら，人
間とモノとを取り結ぶ関係の水準としての経済は，その関係の媒介形態とし
ての「貨幣」の具体的展開を，また，人と人との関係を取り結ぶ関係の水準
としての政治は，媒介形態としての「法律」の具体的展開を必然的に要請す
るからである。これらふたつの媒介的秩序はそれぞれ明らかに歴史的発展経
路に依存しており，出現する空間，時代によって多様性を有する。この媒介
的秩序を，「経済と経済なるもの」および「政治と政治なるもの」からなる社
会構成体という概念的区別のなかに挿入することによって，経済レジームお
よび政治レジームの混合体としての歴史具体的な現実の社会的「混合空間」
の比較分析が可能となる。つまり抽象的水準における「経済的・政治的秩序」
という制度的枠組みは経済・政治という実践が刻印された社会的「記録簿
(registre)」を挿入されることによって初めて意味を獲得するのである。
このような経済的諸関係による政治的諸関係の規定関係，つまり所有に基
づく存在の規定は，明らかにマルクス的命題に根本的に依拠している。周知
のようにマルクスは，唯物史観の公式によって，資本制経済を経済という物
質的存在の再生産過程が人間とその集団との「社会的存在」を規定し，その
物質的存在の「所有」を巡る闘争を通じて経済の再生産過程が変態し人間の
18) Loe.cit. 
89 
550 闊西大学『経流論集』第47巻第5号 (1997年12月）
社会的存在形態もまた変容するというダイナミックな過程として規定したの
だった (K.Marx., 1859)。
先述のテレの議論は，このような意味において，マルクス的命題の「制度
論的読み替え」である。たとえば最も俗流的な唯物史観の解釈に従えば，分
離されたふたつの構造のうちの一つである，上部構造を成す「法律的・政治
的・イデオロギー的諸形態」は，現実の物質的経済の力能である「生産力」
（モノとモノの関係）とそれに対応する生産諸関係（間主体的な関係）が構
成する経済諸関係の総体（モノと人との関係）の単なる反映にすぎない。そ
の限りでいえば国家やその他の制度や慣習もまた経済的土台の反映にすぎな
し)。
しかしながら，テレは，法的・政治的上部構造に範疇化されていた法律を
分離して（あるいは社会諸関係のダイナミズムから創成された抽象的制度と
して抽出して），ふたつの構造を橋架し接合する「制度的・媒介的秩序」とし
て措定する。またイデオロギーや慣習といった諸形態をも経済的土台の単な
る反映物と見なさず，社会空間における諸個人の位相を画定する媒介的要素
として措定する。さらに，貨幣こそは，賃金と労働との交換関係を基底とす
る社会において，政治なるものと経済なるものの両面において相互貫通的に
作用する根本的要素と見なされる。
(2)制度的秩序と媒介の諸水準
テレが主張するこの媒介的秩序を考察する前に，制度を社会経済における
媒介的要素と見なすことの位相学的意味を省察してみよう。たとえば，従来
のレギュラシオン・アプローチにおいてはこの「媒介」というタームは，歴
史具体的な（とりわけ経済的な）制度諸形態がマクロ経済的再生産のあり方
を方向付け，コード化するという意味において用いられていた。つまり制度
は，様々な社会諸関係の重層的でハイアラーキーな構成における結節点とし
て存在し，諸個人および諸集団の行動を誘導し，経済的再生産を方向付ける
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「機能的かつ制御的」形態として規定されていた。
このような媒介概念に基づいて，レギュラシオン・アプローチはより具体
的次元で5つの制度諸形態を定式化し，歴史分析と理論的分析の「中間理論」
として自身のアプローチを定義したのであるが (Boyer,1986), それらの媒
介的制度はややもすれば貨幣・労働といった表象に関わるものと歴史具体的
な経済的法制度や国家形態に関わるものとが混在して並置されていた。つま
り上部構造レベルでの「象徴的媒介」とは何かという問題意識は潜在的には
存在していたとはいえ（たとえばハビトゥス論），その問題についてのより明
確な理論的フレームワークの構築はなされてこなかったといえよう。
そこでこの媒介としての諸制度の混在性を制度の諸水準に応じて再編成
し，資本制経済における諸構造の不変的要素としての媒介的制度を抽出する
ことが要請されることとなる。ここで注意すべきは，この象徴的秩序が，そ
れぞれの秩序において「経済，政治，象徴」から構成される社会的実践の記
録簿(registre)(歴史的空間的に現存し混合された様々な社会的実践の痕跡）
とは概念的に峻別されねばならないという点である。このテレの議論に則せ
ば従来のレギュラシオン・アプローチはもっぱら社会的実践の記録簿の水準
でもっぱら制度を論じてきた，あるいはこのような水準と象徴的秩序の水準
とを混同していたといえなくもないであろう。
これらの「媒介的秩序」を各々の歴史具体的な状況に応じて，あるいはま
た国民国家に固有な経済システムに従って「秩序」たらしめる「諸構造の不
変の要素としての媒介物」とは，「経済においては貨幣であり，政治において
は権利であり，象徴においては言語，あるいは言説ないしイデオロギー」で
あり，「各々の【経済，政治，象徴といった】社会的実践の記録簿は，コミュ
ニケーション，調停といった，自身に固有な象徴的媒介物を備えており，こ
の媒介物が，自律的な社会秩序における社会の細分化にもかかわらず，社会
的実践の記録簿に一定の統一性を与える」19)0
19) Theret, 1996a, op.cit., p.5. ただし引用文かっこ内挿入は引用者。
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したがって，象徴的媒介とは，貨幣，法律，イデオロギーという資本制経
済の諸構造における不変の要素のことである20)。これら三つの媒介物がもた
らす作用をつうじて，諸秩序は内部で規則づけられ，また各々の秩序の間で
接合されるのであり，各々の秩序において，これらの媒介物は，経済がその
基底をなしている経済的秩序における貨幣の支配の下で，そしてまた政治が
根本をなしている政治なるものにおける権利の支配のもとでのみ関わり合う
と理解されるのである。ではこれらの要素はどのような形態および作用にお
いて各々の秩序を橋架し接合するのか。
テレのきわめて難解な議論を要約すれば次のようにいえるであろう。まず
経済というモノとモノとの関係の水準は，経済的秩序においては形態として
存在しえない私的所有の法的承認に依存しなければ決定され得ない。対して
政治という人と人との関係の水準は，その政治的関係を維持するために必要
な貨幣的蓄蔵，つまり経済という水準にある租税形態での歳費に決定的に依
存している。換言すれば，貨幣は経済という実践的水準においては擬制的商
品 (Polanyi,1957) として現れ，政治的秩序においては租税や公的支出の形
態で象徴性を獲得し，法律は経済という実践的水準においては私的所有権と
20)ただし，残念ながら，現在までのテレの研究に従う限り，彼の理論的枠組みにおけるイ
デオロギーに関する分析は一定程度留保されている。実際，以下で見るように，イデオロ
ギーという媒介的秩序は，貨幣や法律といった媒介的秩序ほどには詳細に論じられては
いない。彼はその研究 (1992,1994) においてアントニオ・グラムシのヘゲモニー・プロ
ック論とレギュラシオン様式論との構図的相同性を指摘するなかで，イデオロギーおよ
びその象徴的水準におけるグラムシ的意味での有機的知識人の概念がレギュラシオン様
式においても重要な位置を占めることを認めている (Theret,1994, op.cit., p.18.)。しか
しながら，グラムシにおけるイデオロギー論の中核を成す「イデオロギーの物質性」 (R.
Simon, p.58.)という分析視角はそこからすっぽりと抜け落ちており，代替的に社会諸関
係の靭帯（媒介的・象徴的制度）としてのイデオロギー， とりわけ現存する支配的な個人
主義イデオロギーが強調されている。しかしながら，我々はグラムシのいう「イデオロギ
ーの物質性」という観点が資本制経済の再生産に不可欠の要素であることを指摘したア
ルチュセールの研究（たとえば，「イデオロギーと国家装置」 (L.Althusser, 1970))を無
視できないのであり，その意味で，イデオロギーは支配的知識人の実践を通じて象徴的機
能のみならず「物質性を持つ制度」に転化しうることに留意しなければならない。
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して現れ，政治的秩序においては社会的生存権としてその象徴性を獲得す
る21)。
とりわけテレは，貨幣こそが経済なるものと政治なるものとの間の「分離
層」としての象徴的水準の出現のためのベクトルであると規定し，この貨幣
という象徴的水準が社会なるものにおける諸個人の位相の差異化に大いに関
与すると指摘する22)。つまり，貨幣は経済という水準においては交換手段とし
ての機能的形態を有するが，この貨幣が経済から政治の水準に移行すること
（人と人の関係を貨幣が媒介すること）によって，それは所得へと転化し，
またその所得が個人の財産を形成する。そしてこの所有の差異化に基づく社
会的存在としての諸個人の差異化は，アグリエッタ・プレンデールも指摘す
るように社会なるものにおけるランク・ハイアラーキーを構成する (M.Ag-
lieta, A. Brender. 1984)。このことは貨幣の政治から経済の水準への移行に
ついても同様の関係を現表せしめる。つまり貨幣は，その蓄蔵機能のおかげ
で，「所有権を表象する資本貨幣となりうる」23)のであり，また法律も，それが
国家によって諸個人に対する社会的権利を付与するという限りにおいて，国
家と諸個人との間に政治的な債権・債務関係（「社会的債務」）を発生せしめ
る。したがってアグリエッタが『貨幣の暴力』で指摘したように，貨幣のこ
のような政治的機能形態は，債権者と債務者とが構成する政治的関係をモノ
を巡って競争する生産者・商人の経済的敵対関係に転換することを可能とす
る (Aglietta,1984)。それゆえ貨幣と法律は政治なるものと経済なるものの
双方を橋架し媒介するという意味において，両義性を有する。
さらに，法律と貨幣は，経済的秩序における経済という水準と政治的秩序
における政治という水準の双方に顕現し機能するという「機能的」形態に加
えて，社会なるものにおいて固有の「制御的」形態をも有する。なぜなら「貨
21) Ibid., pp.8-9. 
22) Ibid., p.7. 
23) Theret, 1994, op.cit., p.8. 
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図表 1 レギュラシオン様式：構造形態からレギュラシオンヘ
出所 Theret, 1994, p.10 
幣はまた生産に関わる経済と行政に関わる経済との接合を保証し，法は「市
民社会」と「政治的共同体」との接合を保証する」からである24)。そしてこの
接合形態のあり方，すなわち政治的秩序と経済的秩序の接合において貨幣的
象徴機能が支配的となるのかあるいはその逆に法的象徴形態が支配的になる
のかに応じて，それぞれの支配的接合様式は多様性を帯びたものになる。実
際，テレは，象徴としての貨幣と法律とが持つこのような二つの秩序の接合
および制御的形態の役割に着目して，経済なるものと政治なるものとが構成
する混合空間における媒介物としての貨幣と法律の歴史的変化を考察しつつ
近代資本制国家と経済との歴史・具体的な接合様式の推移を検討している
(Theret, 1990, 1992a, 1996a.) 25>。
24) Ibid., p.9. 
25)テレは「近代社会の家庭的秩序そのものはその他の秩序から分離されており，その秩序
が政治なるもの及び経済なるものに関連づけられるのは固有の媒介物を介してのみ」
(Theret, 1996a, op.cit., p.7.)であるとし，そこにおいて中心的な媒介物としての制御
形態は，個人主義的イデオロギーであり，貨幣や権利は，そこでは副次的な役割を演じて
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このような象徴的媒介としての貨幣と法律を機能的かつ制御的形態として
備えた社会なるものにおけるレギュラシオンの一般的位相は，従来のレギュ
ラシオン・アプローチにおける制度諸形態の布置と比較して次のように図示
できるであろう（図表 1)。
ここにおいて，政治なるものを構造化する社会関係としての国家の理解も
また平板な並置的布置からはじめて脱却可能となる。すなわちかかる国家は，
貨幣と法律という媒介的秩序を通じて，経済的秩序において私的所有の承認
に基づく諸個人の経済的再生産および資本蓄積の進行を財政的金融的に保証
する国家と，政治的秩序において彼らに社会的権利を付与すると同時に権力
を主体的に行使することが可能な法的・政治的国家とへ分離されるのである。
かくして，このような貨幣と法律という機能的かつ制御的形態がもつ媒介
作用によって，経済なるものと政治なるものとの相互規定関係は，図表2に
おいて示されるような 4つのレジームによって表現することができる。すな
わち，一方での経済なるものにおける，政治の経済的レジーム（国家による
財政的・金融的あり方）と政治の政治的レジーム（政治的行政システムのあ
り方）がそれであり，他方での，政治なるものにおける経済の政治的レジ一
ム（経済に関わる所有権の承認のあり方）と経済の経済的レジーム（資本蓄
積のあり方）がそれである26)。
いるにすぎないとしている。なお，このような制御形態の歴史的変化を家庭的秩序のあり
方を中心に類型化するならば，近代資本制経済の接合様式は次のふたつであるという。す
なわち，絶対主義的・戦争中心的かつ自由主義的・金利収入中心的なヴァリアントを持っ
た，領土様式と賃金様式がそれである。領土様式においては「家庭的秩序はすぐれて生産
的秩序であり，そこでは資本蓄積は本質的に公的ファイナンスの循環を有効に用いた財
政的措置によって成される」のに対し，賃金様式においては「家庭的秩序は反対に生産力
や政治勢力としての「人口」という再生産の次元に還元されており，そこでは国家は，ぃ
まや主に生産的形態の下で蓄積された，資本循環に専ら関与している」 (lac.cit.)
26) Jessop, 1997, op.cit., p.13. ちなみにこのような位相学からテレはレギュラシオン様式
を次のように措定する。「レギュラシオン様式の概念はかくして位相学的に次のように特
定化されうる。それは理論的には社会的に普遍的な要素ー資本，国家，家族ーを再生産す
る構造化された一連のレジームであり，それらの不変の要素の分離と相互補完性を同時
に保証する媒介物である。経験的には，それは媒介レジームによってリンクされた一連の
経済的政治的レジームである」 (Theret,1994, op.cit., p.12)。
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図表2 レジームの布置としてのレギュラシオン様式の位相
経済的秩序：蓄積レジーム
???→
?
?
?
???
?
???
??
?
???
???
?
?
レジー ム
政治的秩序：正統性レジーム
出所 Theret, 1994, p.12 
しかしながら，これらの分離された社会諸関係に一定程度の社会的首尾一
貫性を与えるものは何であろうか。レギュラシオン・アプローチはこのよう
な問いに対して賃労働関係というベクトルを措定しているのであるが，最後
に，我々はこの首尾一貫性を与えるものが社会的統合原理としての賃労働関
係であるという仮説を，これまで論じてきた社会的構成と制度的秩序という
新しい視角からもう一度その妥当性を検討してみよう。
3 社会的統合原理としての賃労働関係
ーその概念的豊饒性と限界性一
我々はここまで社会諸関係の総体としての社会なるものの分離およびその
媒介的秩序というホーリズム的かつきわめて抽象的な次元での社会の構成を
論じてきた。しかしながら，この抽象的次元にとどまることなくこの社会な
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るものに統一性を与える空間はより具体的実践的水準において論じられねば
ならない。なぜなら，その統一性は現実の経済，政治という実践的水準での
み顕現するからである。この具体的実践的水準とは経済的秩序においては「賃
金と労働の交換」といういわばミクロ的関係として現表し，政治的秩序にお
いては社会的自由権という市民権の獲得，すなわち「権力を持つ勢力」とい
う集団としての賃金生活者と国家による権力の主体的行使からなる法的な債
権・債務関係として現表する。そしてテレはこの双方に貫通する媒介的・制
度的空間こそが賃労働関係であるとみなすのである。
レギュラシオン・アプローチにおける最も重要な概念の一つである賃労働
関係は，なによりもまず，オーソドックスな経済学が想定しているような賃
金と労働との水平的で同質的な交換関係が立ち現れる純粋な労働市場のみを
表象するものではない。ボワイエによればそれは「労働力の使用とその再生
産を規定する諸条件の総体」 (Boyer,1986)であり，より具体的には労働力
の使用にかかわる労働編成のあり方，その労働過程を統括する企業組織内部
での労働者のハイアラーキーな階層性，およびその外部的表象である労働市
場の連接形態，さらには社会的階層性に裏打ちされた労働者の再生産を規定
する生活様式のそれぞれを総体的に接合する一連の関係である27)。
21) tr ~ ~ し，レギュフンオン・アプローチにおける賃労働関係概念の規定は論者によってか
なりの多様性を有している。近年ではその概念的複雑さから妥当な日本語が見つからな
いため原語の"Lerapport salariale"を充当するケースも見られる。そのような訳語問題
は別として，数あるその概念規定のなかでなかで，本稿の立場ともっとも相同性を有して
いるのは，たとえば，植村・磯谷•海老塚 (1995, 1996 : 1997)である。前者の研究はレ
ギュラシオン・アプローチにおける賃労働関係の概念を「階層的市場・企業ネクサス」論
へと理論的に発展させた上で戦後日本経済のダイナミズムを詳解している。また，後者の
研究は，本稿においては，単に媒介的秩序の本質的要素としか見なされていない貨幣を，
「市場の形成に先行する制度としてのシステム」と定義し，そのシステムと労働のシステ
ムとの対抗関係が資本制経済のダイナミズムを規定するとしている点で，きわめて重要
な視角を提示している。また，レギュラシオン学派とは理論的近親性を備えながら，独自
の社会経済システム論を展開しているジャン・カルトゥリエは， ドゥ・ヴロエとの共著(J.
Cartelier et M. De Vroey, 1989)のなかで，レギュラシオン・アプローチの独自性はこ
の賃金・労働の交換関係の特殊性と社会貫通的重層性を指摘した点にあり，この点でこそ
レギュラシオン・アプローチは理論として他の正統的経済理論と競合しうる可能性を有
しているし，またそうでなければならないと述べている。
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今このような定義がもつ経済理論的厳密性の探求をひとまず留保したうえ
で，あえてこのような概念化が有する原理的重要性に言及すれば次のように
まとめることができるだろう。すなわち，貨幣を媒介とした賃金と労働との
交換関係は商品交換一般におけるそれぞれの商品の同質性を前提とした交換
関係の論理とは全く異なる28)。なぜなら，この特殊歴史的な交換関係は，マル
クスが指摘したように，まず，労働者という社会的存在が賃金の所有という
経済的関係の成立によって初めて現出することに条件付けられているからで
あり，ついで法的に自由な諸個人であることを承認された一群の労働者の出
現を条件としているからである。そしてさらに重要なのは，このような交換
関係は，双方とも社会的権利を付与された，労働者と経営者たちとの労働過
程におけるハイアラーキーな構図における敵対という矛盾した権力関係を本
質的に内包しているということである。
そしてさらに留意すべきは，賃金と労働の交換が行われる「場」としての
労働市場は，それ自身象徴的制度であると同時に，賃金交換関係の間での一
連の諸矛盾が存在する「場」ともなりうるということである。ここでいう諸
矛盾とは，賃金水準の決定様式を巡る対立（たとえば労働の対価としての賃
金），労働行為における労働者の権限および責任を巡る労使対立がそれであ
る。しかしこの交換関係は同時に賃労働関係の不安定性を調停する制度，す
なわち一定数の「慣行」や交渉，合意形成を随伴するという矛盾的特質をも
有する。
かくして賃労働関係は，それがひとたび実践的秩序において経済および政
治双方に橋架する実践的水準として顕現したならば，それはもはや「経済的
関係にのみ還元することはできない」29)。上記からも明らかなように，賃労働
28) このような賃金と労働の交換関係における非対称性およびその関係がはらむ権力性に
ついては．すでに社会的蓄積構造学派におけるミクロ経済的分析において「競合的交換
(contested exchange)」という概念に基づいてモデル化されている。その正確な定義に
ついては．たとえば,Bowles. S., H. Gintis (1993, p.16-18)を参照されたい。
29) Theret, 1996a, op.cit., p.8. 
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関係は，既に述べた三つの秩序に対応する重層的な連接的関係である。すな
わち，賃労働関係は「労働過程と消費手段の購買（物質的商品形態での賃金
所得の実現化）を組織する経済的ネクサスであり，労働力（市場の主体とし
ての賃金生活者）としての，そして相関的に商品交換の枠内での勢力（賃金
生活者の契約的構成体）としての労働者の表象を実現化する貨幣的・金融的
関係であり，抽象的には，他者に対して「普遍的に」自由で平等な諸個人と
しての賃金生活者の私的な政治的ステータスを確立する政治的関係であり，
具体的水準では，自由な諸個人を私的な主体的権利のハイアラーキーにおい
て特定のポジションに【法的に】刻印する政治的関係」をその関係性の内部
において連接しているのである30)。このようにしてレギュラシオン・アプロー
チにおいては賃労働関係は「普遍的な社会化原理」としての地位を与えられ
る (Agliettaand Brender, 1984)。
しかしながら我々はここでレギュラシオン・アプローチが既に幾多の批判
を受けているある一つの問題に再び遡垣することとなる。すなわち，政治的
秩序および経済的秩序に貨幣・法律を介して貫通する賃労働関係が社会的統
合原理であり，それがミクロ的水準での賃金・労働の交換にかかわる矛盾的
関係から普遍化され得る社会的統合様式であるという仮説は，たとえテレの
いう媒介的秩序を介してそれぞれの秩序が接合されることを方法論的前提と
して加味したとしても，賃労働関係において生じた変化がマクロ的な経済的
再生産へと転化される契機が何であるのかという問題に対してア・プリオリ
な説明図式を与えるものでしかないように思われるのである。
たとえば，典型的なフォーディズムにおいては，このレジーム成立の根本
的ダイナミズムをなすのが，既に述べたような法的に承認された「権力を持
つ勢力」としての労働者と市民権と同時に私的所有権によって資本の再生産
を保証された経営者とが対抗する，賃労働関係に集約的に表現される「矛盾
30) Theret, 1994, op.cit., p.12. ただしかっこ内挿入は引用者。
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と対立の中での統一」という原理であった。まさにこの原理が賃金と労働と
の交換関係を規定にして社会的ダイナミズムを生み出すのであるが，少なく
ともこの原理のもつ表象は，フォーディズムの事例からも省察できるように，
歴史的偶発性に依拠するものでしかなく，概念的操作性は有していても主体
的な操作性は有していない。したがって，制度としての国家もまたこの原理
のもたらす歴史的偶発性に依存する限りでの機能的かつ制御主体性しか有し
得ない。
同時にこのような原理の普遍化は，このような原理の支配性が歴史的に微
弱な国民国家経済の現状分析においては逆にその脆弱性を露呈する。また，
イデオロギーがもつ象徴的作用を，テレのいうように個人主義的イデオロギ
ー一般に還元してしまうことも同様の帰結をもたらしうる。レギュラシオ
ン・アプローチが，往々にして類型化の癖に陥っているという指摘はその限
りにおいて由無しとしないのである。
最後に，以上の検討から明らかになった，これからの社会的レギュラシオ
ン・アプローチが取り組まねばならない課題を示唆しておきたい。すなわち
このようなレギュラシオン・アプローチの持つ限界性を乗り越えるためには，
貨幣を媒介的・象徴的秩序内部に押し込めておくのではなく，独自な自律性
を持った「制度化された秩序」として考察する必要があり，またイデオロギ
ーという象徴的秩序を媒介的秩序としてとどめることなく，社会的な実体性
を持った具体的制度（たとえば教育やマス・メディアなど）として制度諸形
態に加えることが必要となろう。とりわけ前者の論点については，その理論
的出自においてレギュラシオン・アプローチと近似性を有する「貨幣論的ア
プロー チ」 (J.Cartelier, 1997)から多くの示唆を得ることができるように思
われる。かかる問題意識は早急に検討されるべき課題である。また後者の論
点についてはグラムシ・アルチュセール的な意味でのイデオロギー論の再構
成とブリュデュー社会学との理論的共闘を進めるべきであろう。くわえて，
このような意味において他の制度派経済学や政治学・社会学との共同研究プ
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ログラムを進めることによってこそレギュラシオン概念のもつ豊饒性がさら
に開拓されることになるであろう。
参考文献
Aglietta M. (1976) Regulation et Creises枷 Capitalisme;L'匈函encedes Etats-Unis, 
CALMANN-LEVY. (若森章孝，山田鋭夫，大田一廣，海老塚明訳『資本主義のレ
ギュラシオン理論」大村書店， 1989年）
Aglietta M., Orlean A. (1982, 1984) La violence de la monnaie, PUF. (井上泰夫・斉藤
日出治訳「貨幣の暴力』法政大学出版局， 1991年）
Aglietta M. et A. Brender. (1984) Les Metamoゅhosesde la Societe Salariale, Calmann 
-Levy. (「勤労者社会の転換ーフォーディズムから勤労者民主制へ』斉藤日出治，若
森章孝，山田鋭夫，井上泰夫訳 日本評論社， 1990年）
青木昌彦・奥野正寛編 <1996)r経済システムの制度分析j東京大学出版会
Althusser, L., (1970) ldeologie et appareils ideologiques d'Etat, La pensee, n". 151, juin. 
（山本哲士・柳内隆編著 rァルチュセールのイデオロギー論j三交社 1993年に柳内
訳にて所収）
Amable, B., R. Barre, R. Boyer, (1997) Les systemes d'innovation a l'釦rede la globalisa-
lion, Economica, Paris. 
Bowles, S., H. Gintis and B. Gustafsson (eds) (1993) Markets and democra⑪ : participa-
tion, accoutability and efficiency, Cambridge University Press. 
Bowles, S. and H. Gintis (1993) "The democratic firm : an agency-theoretic evalua-
tion", in Bowles, S, H. Gintis and B. Gustafsson (eds)(l993) pp.13-34. 
Boyer R. ed. (1986) La flexibilite du travail en Europe : Une elude comparative des 
transformations du rapport salaガaldans sept pays de 1973 i 1985, La Decouver-
te. (井上泰夫訳『第二の大転換J藤原書店， 1992年）
Boyer R. et Saillard Y., (eds) (1995) La theorie de la regulation : L'Etat des savoirs, La 
Decouverte, paris. 
Boyer,R., (1997) "Les capitalismes a !'ere de la globalisation : Une lecture regularionis-
te", Novembre, mimeograph. (拙訳にて『経済セミナーJ12月号 日本評論社 に
掲載予定）
Cartelier, J. et M. De Vroey (1989) "La Theorie de la regulation: un nouveau paradig-
me?" Economies et Soci沼tes.,n" 4, novembre 1989, pp.63-87 
Cartelier, J., (1996) La Monnaie, Flammarion. 
Delorme, R. et C. Andre (1983) L'Etat et L'Economie : une essai d'叩 licationde l' 
evolution des depenses publiques en France 1870-1980, Seuil. 
Delorme, R., (1991) "Etat et Heterogeneite : ERIC et MPPE", Cahiers de Recherche 
101 
562 闊西大学『経清論集』第47巻第5号 (1997年12月）
Sociologique, n.17, pp.153-83. 
Hodgson, G. M., (1988) Economics and Institutions : A ManがestoInstitutional Eco-
nomics, Polity Press. (八木紀一郎・橋本昭ー・家本博ー・中矢俊博訳『現代経済学
批判宣言』名古屋大学出版会， 1997年）
Hodgson, G. M., (1996) "Varieties of Capitalism and Varieties of Economic Theory", 
Review of International Political Economy, V ol.3, N o.3, Autumn, pp.380-433. 
Hirch, J., (1990) Kapitalismus ohne altanative?, VSA Verlag. (木原滋哉・中村健吾訳『資
本主義にオルタナテイプはないのか？』ミネルヴァ書房， 1997年）
磯谷明徳 (1996)「く社会経済システムの制度分析〉に向けて一制度の経済学への一視点ー」
『経済学史学会年報」第34号
Jessop, B., (1990) State Theory : Putting Capitalist States in their Place, Basil Black-
well. (中谷義和訳『国家理論ー資本主義国家を中心に一』お茶の水書房， 1994年）
Jessop, B., (1997) "The Regulation approch", mimeograph. 
Lipietz, A., (1988) "De I'Altusserisme i la theorie de la regulation", CEPREMAP, No. 
8920. 
Marx, K., (1859)『経済学批判』（武田隆夫他訳岩波書店， 1956年）
中原隆幸 (1993)「レギュラシオン概念の生成ーレギュラシオン理論と構造主義一」名古屋
市立大学経済学会『オイコノミカ』第30巻3・4合併号
中原隆幸 (1995)「フォーディズム概念の再検討ーレギュラシオン・アプローチにおける方
法論再考ー」名古屋市立大学経済学会『オイコノミカ』第32巻第2号
Poulantzas, N ., (1968) Pouvoirs politique et classes sociales de l'Etat capitaliste, Masper-
0. (田口富久治他訳『資本主義国家の構造』 I・II 末来社， 1978・1980年）
Simon, S., (1982) Gramci's political Thought : an Introduction, Lawrence and Wishart. 
塩沢由典 (1997)『複雑さの帰結一複雑系経済学試論ー』 NTT出版
須田文明 (1995)「社会・人口的レギュラシオン序説」『神奈川大学評論』第22号 69-77ペ
ジー．
Theret, B., (1990) Croissance et cガsesde l'Etat, Toml-3, Editions L'IRIS. 
Theret, B., (1992a) Regimes economiques de l'ordre politiques, PUF. 
Theret, B., (1992b) "Esquisse d'une conception topologique et regulationiste de I' 
intredependance entre le rapport salarial et I'Etat providence", Paper for 
European Association for Evolutionary Political Economy, 1992 Conference, Paris 
4-6 November. 
Theret, B., (1994) "To have or to be : problem of the interaction between State and 
economy and its solidarist mode of regulation", Economy and Society, Vol.23, 
No.I, February. 
Theret B. (ed) (1995) L'Etat, la finance et le social, La Decouverte. 
Theret, B., (1996a) Pour une approche regulationniste du politique, Papie pour Congres 
102 
社会の構成と制度的秩序ー制度的メディアを伴う社会的レギュラシオンの位相一（中原） 563 
de ['Association Fran'°aise de Science Politique, 23-26 avril. 
Theret, B., (1996b) "Systemes nationaux de protection sociale et regulation en compar-
aison internationale: !'exception japonaise?", Colloque International Capitalisme 
japonais et cガsecontemporaine : reclzerche recente, 16-18 decembre. 
植村博恭・磯谷明徳•海老塚明 (1995·1996) 「戦後日本経済へのレギュラシオン・アプロ
ーチ(1) ・ (2)」大阪市立大学経済学会「経済学雑誌』第96巻 5• 6 号，第97巻 2• 3号
植村博恭・磯谷明徳•海老塚明 (1997) 「制度の経済学と貨幣・労働のダイナミクス：社会
経済システムの制度分析に向けて」進化経済学会論集第 1集， pp.263-282.
若森章孝 (1996)『レギュラシオンの政治経済学ー21世紀を拓く社会＝歴史認識ー』晃洋書
房
山田鋭夫 (1994)『レギュラシオン・アプローチ』増補改訂版 藤原書店
103 
